永平寺町山ぎわ森林整備事業補助金交付要領
第１　趣旨及び目的
災害未然防止の観点から、人家や重要インフラに隣接する山ぎわの危険木の伐採や間伐等の森林整備が喫緊の課題となっている。
そのため、山ぎわにおける森林整備の促進を図り、災害から住民の生命を守り、安心・安全な暮らしの確保を目的として、永平寺町補助金等交付規則(平成18年規則第38号以下「交付規則」という。)ならびに永平寺町農林課所管補助金等交付要綱(令和２年４月１日告示第62号以下「交付要綱」という。)によるほか、本要領に基づき、当該事業に取り組む自治会や地域団体等への支援を実施する。
第２　事業主体
事業主体は、町内に属する次に掲げるものとする。
(１)自治会
(２)林家組合

(３)地域団体
(４)その他町長が認める団体
第３　補助の対象
　　事業実施に対する補助は、次に掲げる基準で行われるものをいう。
(１)対象森林
対象森林は、次のアからウまでに掲げる全てを満たす森林とする。
(ア)地域森林計画の対象森林のうち、保安林(その他関係法令)を除く全ての私有林
(イ)人家・重要インフラに隣接する山ぎわとし、保全対象から概ね100mの範囲とする。
保全対象

①人家とは、人が住む家屋とする。空き家、無人の社寺等は補助対象外とする。
②永平寺町が示す重要インフラとは、官公署、学校、病院等の公共施設、緊急輸送道路を除く国道、県道、町が管理する道路等、道路附属物、その他町長が必要と認めるもの。
(ウ)１施行地の森林整備面積は、0.01ha以上5.0ha未満とする。

(２)事業内容
事業内容は、次に掲げる事項とする。
	区　　分
	内　　容

	　危険木・被害木の伐採
	危険木・被害木の伐倒、除去、伐採木の集積

	　侵入竹の伐採
	侵入竹の伐採、除去、伐採竹の集積

	　森林整備
	除間伐、枝打ち等


　　(３)実施基準

　　　　森林整備
　　　　(ア)除間伐…　不用木または不良木を成立本数の２０％以上伐採するものとする。ただし、除伐、災害による被害木の整理はこの限りではない。
　　　　(イ)枝打ち…　除間伐実施済み林分で実施されること。
第４　補助金の交付申請等
事業主体の町長に対する補助金交付申請は、交付規則に定めるところによる。なお、補助金交付申請書(様式第１号)に添付する書類は次のとおりとする。
(１)収支予算書(様式第１号附表)
(２)施工場所の地図(字地番、施工範囲の分かるもの)
(３)現況写真

(４)経費の内訳が分かる見積書の写し(２社以上徴取)
(５)伐採届に係る適合通知書の写し(事前に伐採届を提出すること)
(６)その他町長が必要と認める書類
第５　補助金の交付変更承認申請等
　　事業主体は、補助事業の内容または経費の変更をする場合においては、補助金交付変更承認申請書(様式第２号)に次に掲げる書類を添付のうえ町長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、事業費の２割を超えない軽微な変更は、この限りではない。
　　(１)変更収支予算書(様式第２号附表)
　　(２)変更内容の分かる書類(測量野帳等)

第６　実績報告

　事業主体は、当該事業が完了したときは速やかに、補助金実績報告書(様式第３号)に、次に掲げる書類等を添付して町長に提出しなければならない。
(１)収支決算書(様式第３号附表)
(２)施工場所の地図(字地番等の分かるもの)
(３)作業前、作業中、作業後の写真
(１ha未満は１箇所以上、１ha以上は２箇所以上の箇所分)
(４)森林整備面積の分かる資料(測量野帳等)
(５)外部へ委託した場合は、発注から支払いまでの証拠書類の写し
(６)その他町長が必要と認める書類

第７　事業の検査について
町長は、実績報告書を受理したときは、すみやかに補助対象の適否および事業遂行
　の状況について検査を行うものとする。

(１)検査は、事業箇所ごとに現地検査と書類検査を行う。
なお、現地検査は書類等で完了状況が把握できない箇所について行う。

(２)検査結果が不適合または不良なものは、不合格または一部不合格である旨を申請者に通知するものとする。

(３) (２)について、事業主体が定めた期日までに手直しを行ったものについては、再検査を行うものとする。
第８　補助金の返還等
事業実施主体は、本事業により整備した林地等が当該林地等の転用制限基準に該当することとなる場合は、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。

また、町長の承認を受けて当該林地等を転用または用途変更した場合は、当該転用に係る林地等につき助成を受けた補助金相当額の全部または一部を町長に返還しなければならない。

ただし、公用・公共用および天災地変その他止むを得ない事由のため前記に寄りがたい場合は、町長に協議することが出来る。

第９　その他
　　この要領に定めるもののほか、事業実施に関し必要な事項は町長が別に定める。
附則　この要領は、令和２年４月１日から適用する。
附則　この要領は、令和７年４月１日から適用する。
